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はじめに
国政レベルではここ4年間で二度の政権交代が
おこり，教育政策はめまぐるしく変化しつつある。
地方でも，いわゆる「改革派」首長の誕生などによっ
て大胆な教育改革が進行しつつある自治体が存在す
るが，新たな教育政策は注目を浴びるだけに，それ
ら政策に関する研究も盛んに行われている。
しかし，「改革派」首長がその改革を終えたあと，
教育政策がどのように変化したかを地方レベルで追
跡調査した研究は驚くほど少ない1）。また，改革後
の政策転換による現場への影響について，個別の学
校における取組の変化をたどった研究となると，さ
らにその数は少なくなる。
本稿では，「改革派」の橋本大二郎高知県前知事
によって断行された「授業評価システム」の全県的
導入という教育政策が，知事交代後にどのように変
化していったのかを，ある公立中学校での取組に焦
点を絞って検証していく。
組織的な「授業評価」2）の導入に関しては，高等
学校では東京都の正則高等学校が1992年から，大
学では東海大学が1993年から学校単位で実施した
ものが初期の事例と言える。その後，高知県が，小・
中学校については1997年に，高等学校については
1998年に全県規模で「授業評価システム」を導入
した。本稿では，この「授業評価」の「壮大な実験」
が何をもたらし，どのような変遷をたどったのを明
らかにしていきたい。
高知県の「授業評価システム」に関する先行研究
としては，まず，野村幸司による「高知における生
徒の学校参加 －『授業評価』を通じて－」が挙げ
られる。この論文は，「授業評価」を契機に生徒と
教員のコミュニケーション関係が改善され，カリキュ
ラム編成などに生徒が参加していった4つの公立
高校の事例を取り上げ，「土佐の教育改革」におけ
る2つの重点政策である「授業評価システム」と
「開かれた学校づくり」が結びついたことを検証し
たものである3）。
また，吉田美穂は「教員文化の内部構造の分析
－『生徒による授業評価』に対する教員の意識調査
から－」で，高知県の公立高等学校教員対象の悉皆
調査を行い，学校組織文化が「授業評価」などの授
業改善への取組にどのような影響を及ぼしているか
について，統計的な分析を行った。その結果，教育
改革の諸施策に対する教員の意識や対応については
個人の属性以上に学校組織文化が大きな影響を与え
ていること，教員集団の民主的な協働性は教員文化
の閉鎖性・保守性・相互不干渉性として機能する可
能性があること，自己変革を可能とするような協働
性を育むには日ごろから自由に情報交換がなされる
ような親和性の高い職場をつくって相互不干渉性を
脱すべきこと，管理職と一般教員の間の十分なコミュ
ニケーションによって開かれた運営性を実現するこ
とで閉鎖性・保守性を抑止する必要があること，な
どを明らかにした4）。
さらに，平井貴美代は「児童・生徒による授業評
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価と教育改善」という論文で，「土佐の教育改革」
が10年を経過した時点での「授業評価システム」
の改善状況と評価結果の活用方法について検討を行
い，システム化が授業評価の定着に一定の効果をも
たらしたものの，教員の主体性を超えた外在的な働
きかけであるがゆえに限界も存在することを指摘し
た5）。
しかし，県知事が交代して「土佐の教育改革」が
終了したあと，全県的に展開された「授業評価シス
テム」がどのように機能しているかを追跡した研究
は，管見の限り存在しない。
そこで本稿では，上記の先行研究を踏まえた上で，
高知県における「開かれた学校づくり」の先進校と
された奈半利中学校を取り上げ，どのような形で
「授業評価システム」が同校に導入され，知事交代
後にそれがどう変化したのか，文献研究と現地調査
によって検証することを目的とする。
１「土佐の教育改革」と「授業評価システム」
（1）「土佐の教育改革」のはじまり
もともと高知県は教育熱心な土地柄であったが，
1970年代半ばから「低学力」の問題が取り沙汰さ
れるようになった。全国でも注目を浴びた高校全入
制度が1958年に廃止されたあと，高校進学率の上
昇に対して県の対応が間に合わず大量の高校不合格
者を生み出したこと6），臨時教員や免許外教員を多
く採用した特異な教員採用制度7），勤評闘争を契機
とする高知県教育委員会（以下，「高知県教委」と
略記）と教職員組合の深刻な対立8）など，さまざま
な要素が「低学力」の原因とされるが，理由の如何
にかかわらず，十数年前まで高知県の教育は低迷し
ていると言われ続け，県民も教育改革の必要性を感
じていた。
1996年の高知県教委による教育世論調査では，
小・中学校教育や高等学校教育の現状について「や
や不満」・「不満」とする意見が過半数を超えた9）。
さらに小・中学校教育への不満の理由として「基礎
学力が身についていない児童・生徒が多い」が48.9
％（複数回答可）と約半数を占めた10）。
このような状況の下，当時の高知県知事であった
橋本大二郎は，1995年，二期目の知事選挙に出馬
した際の選挙公約の一つとして，高知県の教育改革
とそれに伴う授業評価の実施を掲げて当選し，1996
年には知事の主導によって「土佐の教育改革を考え
る会」が結成された。この会は，教員（教職員組合
関係者も含む）11）・主婦・企業経営者・地域住民な
どの代表によって構成され，高知県における教育の
問題点を指摘し，その改善方法について検討するこ
とを目的とした。会議は月1回，合計10回，1年
間にわたり完全公開で行われ，その結果，次の 3
つの柱を中心に教育改革を進めていく方針が打ち出
された。
① 教員の資質・指導力の向上
② 子どもたちの基礎学力の定着と学力の向上
③ 学校・家庭・地域の連携による教育力の向上
上記①の具体策として，採用２年目の教員に対す
る半年間にわたる企業研修の実施，さらに②の具体
策として「中高連携教育」の推進と，子どもたちに
とってわかりやすく効果的な授業をつくる目的で
「授業評価システム」の導入が決定された。また，
③の具体策として，「開かれた学校づくり」などが
教育改革の内容として盛り込まれた12）。
「授業評価システム」とは，教員の自己評価で終
わることの多かった授業評価を，授業の受け手であ
る児童・生徒の評価も加え，双方向から授業を分析
することで授業改善を図る取組である。具体的なシ
ステムづくりについては，高知県教委からの例示は
あったものの，基本的には各学校・各教員の自主性
に委ねられた。同システムは前述したように1998
年にはすべての公立学校で導入されたが，評価結果
を人事考課に利用しないとの方針を導入前に高知県
教委が打ち出したため，教員からの表だった反発は
なかった。
「開かれた学校づくり」とは，児童・生徒や地域
に開かれた学校運営を行っていくことで，児童・生
徒に「授業を開く」という点で「授業評価システム」
と密接に関連している。また，具体的な施策として
は，児童・生徒，保護者，地域住民が学校の教育活
動について話し合う場として「開かれた学校づくり
推進委員会」の設置を，1997年に高知県教委がす
べての公立学校へ要請した。この結果，2004年度
には同委員会の設置率が小・中・高校すべての校種
で90％を超え，この委員会に児童・生徒が委員と
して参加している割合は，2005年度で小学校65.2
％，中学校65.8％，高等学校100％となった13）。
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（2）「土佐の教育改革」10年間の検証
「土佐の教育改革」と「授業評価システム」，「開
かれた学校づくり」の進捗状況については，改革が
10年目をむかえた2006年度の前後に，その成果を
検証するためにさまざまな調査が実施され，それら
の結果から改革の実態が浮かび上がった。
まず，2005年度に高知県教委が実施した全県的
なアンケート調査では，「学校への満足度」におい
て肯定的評価を行った小学生の保護者が91.6％，中
学生保護者82.7％，高校生保護者80.0％となり14），
前年に文部科学省が行った全国調査の平均数値15）
を大きく上回った。
また，2005年度に高知大学が土佐市の小学校教
員を対象として行った調査では，「『開かれた学校
づくり』について，あなたの学校は開かれているか」
という質問に対しては92.3％が肯定的評価を下し，
「授業評価システム」についての「授業を反省・改
善するための良い材料である」という質問に対して
も87.3％が肯定的評価を下している16）。
以上のような調査結果から，「土佐の教育改革」
は保護者の学校に対する満足度を高めるとともに，
「授業評価システム」や「開かれた学校づくり」の
政策については，プラス面の評価を教員から受けた
ことがわかる。しかし，この調査結果を分析した神
山正弘が「学校間で著しい相違がある」17）と述べた
ように，改革への取組に学校間で大きな格差が生じ
ていたことは，本研究の現地調査を行った際に筆者
自身が感じたところでもある。
（3）「土佐の教育改革」の終焉と教育政策の変化
2007年12月に橋本大二郎が４期16年の任期を終
えて知事を退任し，「土佐の教育改革」も終了した。
代わって尾崎正直が新知事（現知事）に就任し，教
育政策にも変化が見られた。
具体的には2008年7月に，2011年までの4年間
を計画期間とした，学力向上対策といじめ・不登校
対策を柱とする「学ぶ力を育み心に寄りそう緊急プ
ラン」が策定された。このプランは，2007年度の
「全国学力・学習状況調査」で中学生の学力が全国
で最下位に近いレベルであったことと，2006年度
の暴力行為の発生率と不登校の発生率が全国で最も
高いレベルにあったことから，これらを全国レベル
まで改善することを目標とした18）。さらに，2009
年5月の同プラン「改訂版」では，体力向上策も
加えられて，3つの柱となった19）。
「土佐の教育改革」でも学力を全国レベルに引き
上げる目標は掲げていたが，それが充分に市町村教
委や学校現場へ浸透していたとは言えなかった20）。
この反省から同プランでは，学力向上のための「学
校改善プラン」策定をすべての小中学校に求め，そ
のプランを支援する「学力向上推進チーム」を高知
県教委内に設置して学校訪問を行い，改善指導を実
施するようになった21）。このように，学力向上策が
学校現場へ浸透するような体制が構築された。
かつて「土佐の教育改革」の重点政策であった
「授業評価システム」は，「学ぶ力を育み心に寄りそ
う緊急プラン」のなかではまったく触れられていな
い。しかし，前述したように同システムは，温度差
こそあれ高知県内の公立学校に広く普及している。
高知県教委の担当者によると，「授業評価システム」
は「緊急プラン」には位置づけられていないが，教
員の指導方法などを改善するためのツールとして利
用されているという22）。
では，「授業評価システム」が，同県における教
育政策の変化のなかで，どのように形を変えていっ
たのか，奈半利中学校を事例として次章で検証して
いきたい。
２ 奈半利中学校における「授業評価」
（1）「開かれた学校づくり」と「授業評価」
奈半利中学校は，高知県東部の安芸郡奈半利町に
設置された町内唯一の中学校であるが，在校生は
2000年度が生徒数115名23），2010年度が83名24）と，
過疎化と少子化による生徒数の減少が徐々に進行し
ており，現在は１学年１学級の編成となっている。
同校では，1998年度末に全国で唯一議決機能を
持つ「学校協議会」である「三者会」が設置され，
生徒・保護者・教職員の三者が対等な立場で学校の
諸問題について話し合い，生徒や保護者が学校運営
に参加できる仕組みを作った25）。この会は，前述し
た「開かれた学校づくり推進委員会」の一形態とし
て置かれたものである。
また，2000年度には，教育方針における「目指
す学校像」のなかで「生徒たちが主体的に活動でき
る学校」などを目標に挙げ26），教育目標を実現する
ための学校全体の共同研究テーマ（「取り組み重点」）
として，「生徒の様々な思いや願いを知る工夫と必
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要なルールを共に育てる工夫」が設定された27）。こ
のような教育方針に基づき，生徒の主体性と批判力
を育み，また「様々な思いや願いを知る工夫」の一
つとして「授業評価」（同校では「ふりかえり」と
呼ぶ）が実施された。
特に，同校では「三者会」の開催によって，生徒
や保護者から授業や学習についてさまざまな要望が
出されるようになり，教職員側はそれらの要望に応
えるため，「ひとつの方式に則り職場全体の力で進
めることによって，その困難さ〔生徒や保護者の期
待に応える授業観や授業技術を習得する困難さ：引
用者註〕はある程度解消されるのではないかと考え，
そのための拠り所を，生徒の気持ちを知る」28）こと
に置いて，「ふりかえり表」という授業に関するア
ンケート調査を行うことにした。奈半利中学校での
「授業評価」は，この「ふりかえり表」を活用する
形で実施されている。
（2）2000年度の「ふりかえり」
次の資料1が，2000年度に考案された「ふりか
えり表」の雛形である。
これは1～4の定型質問と，授業担当者が設定す
る自由質問とで成り立っているが，2000年度にす
べての教員がこの表を利用したわけではなく，教科
の特性に合わせて独自に質問用紙を作成して「ふり
かえり」を行った教員もいた。
また，生徒一人一人の思いを知るため，「ふりか
えり表」は記名式となっている。
2000年度における「ふりかえり表」の活用方法
は以下の通りである。まず，校内組織の学習部会が，
5・6・9・10・11・1・2月の各月に1週間の「取
り組み期間」を設定して，その期間に合わせて各教
科で必要回数「ふりかえり」を実施し，その結果に
ついて各授業担当者が，検証を加えた報告書を学習
部に提出した。学習部はそれらをまとめ，さらに必
要な検討を加えて研究職員会に提案し，全体で研究
協議を行った。また，6・11・2月をめどに「ふり
かえり表」を用いた研究授業を実施した29）。
研究授業では，「ふりかえり表」の結果分析によっ
て授業の達成度を確認した上で，以後の授業へどう
活かしていくかを検討した。さらに，その協議内容
を学期末や年度末に総括し，学校全体の共有財産と
して，新たな授業の取組に活用することとなった。
2000年10月に行われた研究職員会では，「ふりか
えり表」の項目について多くの意見が出された。ま
ず，この項目では聞ける内容に限界があり，生徒の
思いや要求を知るためには記述式の部分を充実させ
た方がよいという意見が出された。さらに，授業の
「ねらい」に対応した質問項目が必要であるという
指摘もあった。特に「ねらい」に関しては，「年間
を通して変わらないもの」，「各単元で変化するもの」，
「ねらいによって工夫したもの」の3点について項
目を検討すべきだという意見が大勢を占めた30）。ま
た，「ふりかえり表」の雛形にある4つの定型質問
は，体育や技能教科以外では共通項目として使える
が，それ以外の質問項目については更なる工夫が必
要であるという共通認識ができた。
（3）2006年度の「ふりかえり」
「土佐教育改革」が10年目の節目を迎えた2006
年度における「ふりかえり」の取組を見てみると，
2000年度に３回実施されていた「ふりかえり表」
を活用した研究授業は，1年間で計2回に減少した。
しかし，これとは別に，CRT（基礎学力検査）とQ－
U（楽しい学校生活を送るためのアンケート）が実
施され，「ふりかえり表」との因果関係などを分析
することで，一人ひとりの生徒の状態を掌握するよ
―80―
資料１ 2000年度「ふりかえり表」
うにつとめた。
2002年度の同中学校「教育計画」では，この
「ふりかえり表」の持つ意味について説明がなされ
ていたが，その説明には「初期の『ふりかえり表』
では，主に言語的表現，特に記述された回答や，意
見を中心とした分析が多かったが，実践が進むにつ
れ，言語的表現のみに頼っていると，学習にしんど
い生徒の本音や状態が見えにくいなど，非言語的表
現の重要性も分かってきた」とある。さらに，「学
習理解には，様々な心の状態や，全体の雰囲気（信
頼感・結びつき）などが大きく影響することも認識
されてきている」ため，教員が「生徒を多角的な側
面から理解する手段全体を『ふりかえり表』と位置
付ける」としている31）。
これは，「ふりかえり表」という単なるペーパー・
ツールに頼るのではなく，日常の学習態度や人間関
係などにも注意しながら，CRTなどの他のツール
と組み合わせることで，生徒一人ひとりに多角的な
アプローチを行って，生徒理解に努めることを目指
していると読みとれる。このように利用される「ふ
りかえり表」は，授業改善のためのアンケート調査
という要素以上に，生徒と教員間のコミュニケーショ
ン手段としての意味合いが強くなる。
2006年度に使用された「ふりかえり表」の1つ
が，次の資料2である。
これは，同年度5月に行われた１年理科の研究
授業で使用されたもので，2000年度に考案された
雛形にある1～4の定型質問をそのまま利用してい
るが，雛形における生徒のコメント欄が1行程度
だったのに対して，このシートでは2000年度の反
省を踏まえて「理由」を記述する欄が設けられ，生
徒の思いを知るためにそのスペースが大きく取られ
ていることがわかる。また，5～7の質問は「今後
の授業作りに発展させていくための項目」32）とされ，
教科で独自に設定したものある。
2006年度前半に行われた理科以外の教科の研究
授業では，2000年度に作成された雛形はまったく
利用されなくなり，生徒にさまざまな要望を書かせ
ることが各教科の「ふりかえり表」の中心となった。
このように，2006年度の「ふりかえり表」は
2000年度の反省を踏まえた上で，各教科の授業担
当者が，教科の特性や生徒の実態に合わせ，どのよ
うに質問すれば生徒が自分の思いを伝えられるかに
重点を置き，それぞれ工夫を凝らして作成した。
（4）2010年度の「ふりかえり」
最後に，知事が交代したあとの2010年度に行わ
れた「ふりかえり」について検証する。
2010年度は5月と11月の2回（当初の計画では
7月も含めた3回），全校的な「ふりかえり」の取
組が行われた。これまで検証してきた同校の「ふり
かえり」は，各教員が個別に作成した「ふりかえり
表」によって実施されてきたが，2008年度からは
校内で統一された様式で実施されるようになった。
次の資料3は，2010年度の「ふりかえり表」の1
頁目である。
ここでは省略したが，2頁目には「（2）授業の内
容に関して」として，「1.授業中に分からないこと
がある場合はどのように解決していますか。」（選択
式と記述式），「2.あなたは授業中に集中が途切れ
るのはどんな時ですか。」（記述式），「3.あなたは
授業のノートをどのようにとっていますか。」（選択
式）などの質問が書かれている。これらの質問項目
は，統一様式で実施されるようになった2008年度
から設定された。
その内容は学習規律と授業理解に関するものがほ
とんどで，これらの質問項目は生徒に自己評価をさ
せて学習意欲の向上に結びつけようという意図で設
定されたものである33）。この様式に変わった2008
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資料２ 2006年度「ふりかえり表」（理科）
年度は，前述したように高知県で「学ぶ力を育み心
に寄りそう緊急プラン」がはじまった年度であり，
同校で行ったインタビュー調査でもこれらの質問項
目は学力向上に結びつけるために設定されたことが
確認できた34）。
また，統一様式になった2008年度からは，研究
授業を実施した際に「ふりかえり」を行う以前の方
法ではなく，ホームルームなどですべての教科につ
いて一斉に「ふりかえり」を行う形態に変化した。
このような変化が，質問項目の見直しに結びついた
と考えられる。
しかし，以前から積み重ねてきた「ふりかえり」
の流れが途切れてしまった訳ではない。統一様式と
なった「ふりかえり表」には，資料 3とは別に
「（3）教科別に」という項目があり，「自分の力を伸
ばすために，各教科の先生にお願いできるとしたら，
あなたはどんな事をお願いしたいですか？」と，教
科ごとに自由記述する欄が設けられている。この項
目は，2000年度の「ふりかえり」における反省で
出た「生徒の思いや要求を知るためには記述式の部
分を充実させた方がよい」という意見を受けて，
2006年度の「ふりかえり表」に記述欄が増設され
た流れをくんだ部分と言える。また，2006年度に
見られたCRTなどの結果との複合的な分析も継続
されている。
2010年度の自由記述欄には「ゆっくり話してく
ださい」「少しわかりにくいので，もうちょっとだ
けわかりやすく説明してほしい」「たまにはプリン
トを使って勉強したい」などの要望のほか，「わか
りやすいです」「一生懸命やってくれてありがとう」
など教員を励ますような内容も見られた。
2010年度の「ふりかえり」では，「ふりかえり表」
の結果を記録したプリントが各教員に配布されたが，
このプリントには，質問項目の各選択肢を選んだ生
徒数が掲載されるとともに，自由記述欄に書かれた
上記のような生徒の意見がすべて記入された。この
プリントをもとにして各教員が生徒の要望なども参
考にしながら授業改善や自らの資質向上に役立てる
とともに，学習部がデータを分析した上で，全教員
による検討を職員会で行った。そこでは，「しんど
い生徒」の学習状況を生活環境などにも考慮しなが
ら個別に検討するとともに，前回の「ふりかえり」
結果と比較することで学習意欲の変化を読み取り，
生徒への理解を深めていく作業も行われた。
さらに，2010年6月に行われた前述の「三者会」
では，1年生の代表生徒から「楽して分かりやすく，
また，ピリリとした雰囲気のある授業にして欲しい。」
という意見が教員に投げかけられ，教員側からは
「いろいろな工夫をして良い授業にしていきたい。
みんなも一緒に授業をつくっていって欲しい。」な
どの返答があった。また，保護者からは，学力が低
い生徒への対応策や，進路指導の充実などについて
要望が出された35）。
このように毎年度行われる「三者会」でも，以前
と同様に授業や学習に関する生徒や保護者からの様々
な要望が出され，教員側はそれらの意見を参考に教
育活動を改善する努力を続けている。
おわりに
本稿では，奈半利中学校における「ふりかえり」
の取組について，前知事による「土佐の教育改革」
の時代から，現知事が学力向上策を打ち出した2008
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資料３ 2010年度「ふりかえり表」（１頁）
年以降までの動きを見てきた。
奈半利中学校では，前知事時代に「開かれた学校
づくり」の流れをくんで，生徒・保護者・教員が対
等な立場で学校の諸問題について話し合う「三者会」
が置かれるようになった。この会は，生徒や保護者
の自覚を促すとともに，教員の意識を高めて学校を
活性化させる目的で設置されたものである36）。
同校における「ふりかえり」は，同県で展開され
た「授業評価システム」の一環として行われたもの
の，その根底には「三者会」で見られた「生徒の気
持ちを知る」という理念が存在した。「はじめに」
で取り上げた野村による先行研究では，「授業評価
システム」と「開かれた学校づくり」が結びついた
高校での事例が取り上げられたが，この奈半利中学
校の「ふりかえり」は両者の結びつきが見られる中
学校の事例と言える。
さらに，「生徒の気持ち」に応えるため，校内の
研修体制を整備し，職場全体で問題意識を共有した
上で，個々の教員の意識改革や教授技術の向上に繋
げようという点に，同校の「ふりかえり」の特長が
ある。平井の先行研究では，同県の「授業評価シス
テム」は教員の主体性を超えた外在的な働きかけで
あるがゆえに限界も存在したという指摘がなされた
が，同校の「ふりかえり」は「生徒の気持ち」に応
えるという教員の内発的な動機を出発点にしている
ため，現在まで形骸化することなく機能している。
また，知事の交代によって，同校の「ふりかえり
表」には学習規律に関する項目が記載されるように
なり，学力向上のためのツールとして用いられる意
味合いが強くなったことも確認できた。
しかし，前知事時代に育まれた「生徒の気持ちを
知る」という学校文化は知事交代後も引き継がれ，
2000年度の研究職員会で導き出された記述部分を
充実させるという改善案は，現在の「ふりかえり表」
にも反映されている。
このことは，以前からの「授業を開く」という目
的，つまり生徒と教員がコミュケーションを取り合っ
て相互理解を深めるという目的が継承されていると
いうことに止まらない。「ふりかえり」や「三者会」
の取組を通して，「生徒の気持ち」を知り，それに
応えるために教員同士が意見を出し合って問題解決
を図る学校文化が醸成されてきたことを，全教員が
参加して生徒一人一人への理解を深めた2010年度
の「ふりかえり」の事例は示している。
吉田の先行研究では，日ごろから自由に情報交換
がなされるような親和性の高い職場づくりによって，
自己変革を可能とするような協働性が育まれるとさ
れたが，奈半利中学校の場合は，生徒や保護者・地
域への「開かれた学校づくり」の過程で，学校組織
が教員に対しても開かれていったことにより，学校
が活性化していった事例と言えるのではないか。
本稿は，県知事の交代という県政レベルのマクロ
の変化と，一つの中学校における教育活動のミクロ
の変化を対比させながら「授業評価」の取組につい
て検証を行ったが，今後は研究対象校を広げ，奈半
利中学校との共通点や相違点について検討していく
ことが，本研究の課題と言える。
また，同校の学校文化が，今後どのように変化し
ていくのかについても注視していきたい。
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